【C2】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１）

2019年度版　ハンズオン支援マネージャー　一般公募用
【C2】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１）
2021年度版　シニア中小企業AD(経営支援)　一般公募用

※応募する地域本部（募集要項10．参照）に「○」をご記入ください（複数選択不可）。
〔中小機構使用欄〕　　　　　　　　　　　　　　　　　特段の理由がない場合は、在住地域を担当する地域本部を選択ください。
	受付番号
	
	　　　　　　　　　　
	
	北海道
	
	東　北
	
	関　東

	管理番号
	
	
	
	中　部
	
	北　陸
	
	近　畿

	
	
	
	
	中　国
	
	四　国
	
	九　州

	
	
	
	
	沖　縄
	
	本　部


履　歴　書

（シニア中小企業アドバイザー(経営支援)）

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	
	ふりがな
	

	
	氏　名
	

	
	生年月日
	西暦　　　　　年　　　　　月　　　　　日生　（満　　　歳）

	自宅住所
	〒


	自宅電話
	
	FAX
	

	勤務先名称
	（名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（役職）　

	勤務先所在地
	〒



	勤務先電話
	
	FAX
	

	携帯電話
	
	E-mail
	@

	登録形態
	個人登録　　・　　法人登録　（　いずれかに○　）
※　法人登録を希望される場合には、その法人名を勤務先に記載してください。
（個人事業主の方は個人登録を選択して下さい）
※　個人登録の方は自宅宛に、法人登録の方は勤務先宛に登録書類等を送付させていただきます。


	最終学歴
	年月（西暦）
	学　校　名
	学　部　・　科
	卒業・中退・修了等

	
	年 　月  
	
	
	

	
	年 　月  
	
	
	

	主な職歴
	自年月
（西暦）
	至年月
（西暦）
	勤務先
	部署名
	職位

	
	年   月 
	年   月 
	
	
	

	
	年   月 
	年   月 
	
	
	

	
	年   月 
	年   月 
	
	
	

	
	年   月 
	年   月 
	
	
	

	
	年   月 
	年   月 
	
	
	


◆賞罰
注）　該当がない場合は、「なし」とご記入ください。
	


◆出身業界
ご自身の出身業界について、次の中から主要なものを一つだけ選び、○をご記入ください。
	
	メーカー
	
	商社
	
	卸・小売
	
	IT・サービス
	
	コンサルタント

	
	建設・不動産
	
	運輸
	
	金融機関
	
	公的機関
	
	その他


◆保有資格

	国家資格
	取得年月日（西暦）
	国家資格
	取得年月日（西暦）

	①中小企業診断士
（商業、工業、情報、統一）
	
	⑥弁理士
	

	
	
	⑦社会保険労務士
	

	②公認会計士
	
	⑧情報処理技術者
	

	③税理士
	
	⑨
	

	④技術士(分野：　　　　　　　　)
	
	⑩
	

	⑤弁護士
	
	⑪
	


	公的資格※
	取得年月日（西暦）
	公的資格
	取得年月日（西暦）

	①
	
	③
	

	②
	
	④
	


※民間団体、公益法人等が実施し、官公庁等が認定する資格

	民間資格
	取得年月日（西暦）
	民間資格
	取得年月日（西暦）

	①ITコーディネーター
	
	③
	

	②
	
	④
	


※MBA、MOTを含む。
◆職務経歴
　　職歴とともにご自身が経験してきた具体的な業務内容について、詳しくご記入ください。
注１）　記載項目は、業務期間、所属勤務先、所属部署、職位、具体的な担当業務内容・実績等 です。
注２）　所属勤務先に変更がない場合でも、部署異動などにより業務内容が変われば、その具体的な業務内容についてもご記入ください。
	


　　※記入欄は自由に広げてご使用いただいて結構です（別紙の利用も可）。
◆支援実績
　　中小企業の経営等に係る支援の実績をご記入ください。　
注１）　記載項目は、①業務期間、②支援先名、③支援先の所在地（市区町村まで）、④業務依頼元の組織名、 ⑤支援内容、成果等です。
注２） 「いつ、どのような企業に、どのような支援を行い、その結果、どのようになったのか」を具体的にご記入ください。

	支援経験年数　   　年  / 支援企業数　  　社

	


　　※記入欄は自由に広げてご使用いただいて結構です（別紙の利用も可）。
◆支援可能業種

　　　ご自身の支援可能業種について、以下の①から③に従い、ご記入ください。
①支援可能な業種、得意とする業種について、実務経験、指導経験を踏まえ、「該当」欄に最大５つまで順位（１～５）をご記入ください。
②下表の業種分類に該当しない場合は、「その他」にご記入ください。

　　　③業種分類については、日本標準産業分類（http://www.e-stat.go.jp/SG1/htoukeib/TopDisp.do?bKind=10）を参　　照してください。
	業種
	該当
	業種
	該当

	農業、林業
	
	情報通信業
	

	漁業
	
	運輸業、郵便業
	

	鉱業、採掘業、砂利採取業
	
	卸売業
	繊維・衣服等
	

	建設業
	
	
	飲食料品
	

	製造業
	食料品
	
	
	機械器具
	

	
	飲料・飼料
	
	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	繊維
	
	小売業
	織物・衣服等
	

	
	木材・木製品・家具等
	
	
	飲食料品
	

	
	パルプ・紙・紙加工品
	
	
	機械器具
	

	
	印刷
	
	
	無店舗
	

	
	化学
	
	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	石油・石炭・プラスチック・ゴム製品
	
	金融業、保険業
	

	
	革製品・毛皮
	
	不動産業、物品賃貸業
	

	
	窯業・土石製品
	
	学術研究、専門・技術サービス業
	

	
	鉄鋼・非鉄金属・金属製品
	
	宿泊業、飲食サービス業
	

	
	はん用・生産用・業務用機械器具
	
	生活関連サービス業、娯楽業
	

	
	電子部品・デバイス・電子回路
	
	教育、学習支援業
	

	
	電気・情報通信機械器具
	
	医療、福祉
	

	
	輸送用機械器具
	
	上記業種に該当がない場合
（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	
	

	電気・ガス・熱供給・水道業
	
	
	


　
◆支援可能分野
ご自身の支援可能な専門分野について、以下の①から④に従い、ご記入ください。
①支援可能な専門分野について、実務経験、指導経験を踏まえ、「支援可能」欄に最大５つまで順位（１～５）をご記入ください。
②上記①で「支援可能」欄に順位等を記入した専門分野について、「具体的な専門分野の内容」をご記入ください。

③下表の「ベンチャー」は、単なる起業・創業支援は含まず、ベンチャー企業支援を意味します。
④下表の「専門分野」に該当しない場合は、「その他」にご記入ください。

	専門分野
	支援可能
	具体的な専門分野の内容

	ベンチャー
	1.　ＩＰＯ
	
	

	
	2.　ビジネスプラン
	
	

	 経営戦略
	3.　戦略策定
	
	

	
	4.　経営計画
	
	

	 国際化対応
	5.　海外投資
	
	

	
	6.　国際取引
	
	

	
	7.　海外販路
	
	

	
	8.　国際認証
	
	

	 財務・会計
	9.　管理会計
	
	

	
	10. 利益・資金管理
	
	

	
	11. 資金調達
	
	

	
	12. 投資採算
	
	

	
	13. その他
	
	

	 人事・労務
	14. 雇用管理
	
	

	
	15. 業績管理
	
	

	
	16. 賃金管理
	
	

	
	17. 組織活性化
	
	

	
	18. その他
	
	

	販路・

マーケティング
	19. 仕入・販売管理
	
	

	
	20. 顧客管理
	
	

	
	21. 顧客開拓
	
	

	
	22. 商品企画・開発
	
	

	
	23. チャネル政策
	
	

	
	24. プロモーション
	
	

	
	25. 地域ブランディング
	
	

	
	26．流通・サービス
	
	

	
	27. 集客
	
	

	
	28．Webマーケティング
	
	

	
	29．SNS
	
	

	
	30．その他（観光等）
	
	

	 製品・技術開発
	31. 製品・技術開発
	
	

	 物流
	32. マテハン
	
	

	
	33. 輸配送
	
	

	 固有技術
	34. 機械分野
	
	

	
	35. 化学分野
	
	

	
	36. 電子分野
	
	

	
	37. 電気分野
	
	

	
	38. 材料分野
	
	

	
	39. バイオテクノロジー分野
	
	

	
	40. ソフトウェア分野
	
	

	
	41. その他
	
	

	 生産管理
	42. 工場運営
	
	

	
	43. 現場改善
	
	

	
	44. 品質管理
	
	

	
	45. 原価管理
	
	

	
	46. 工程管理
	
	

	
	47. 資材・購買管理
	
	

	
	48. その他
	
	

	 ＩＴ・

情報システム
	49. 会計・人事
	
	

	
	50. 営業・販売
	
	

	
	51. eコマース
	
	

	
	52. 開発・設計
	
	

	
	53. 生産管理
	
	

	
	54. システム管理
	
	

	
	55. ネットワーク
	
	

	
	56. web
	
	

	
	57. その他
	
	

	 知的財産権
	58. 特許
	
	

	
	59. 意匠・商標
	
	

	
	60．知的財産経営
	
	

	 環境
	61. 環境
	
	

	 法務
	62. 事業再生
	
	

	
	63. 事業承継
	
	

	
	64. Ｍ＆Ａ
	
	

	
	65. 商取引
	
	

	
	66. その他
	
	

	 多店舗展開
	67. チェーン展開
	
	

	
	68．フランチャイズ展開
	
	

	 企業間連携
	69. 企業間連携
	
	

	 店舗・工場
	70. 工場立ち上げ
	
	

	
	71. 店舗開発
	
	

	 事業承継・Ｍ＆Ａ
	72. 法務以外
	
	

	 その他
	


◆成長分野への支援
政府は、「創業・新事業展開の促進」として、中小企業・小規模事業者の成長分野への参入支援に取り組んでいます。

以下の分野について、支援可能である場合、○をご記入ください。

	
	1.環境分野
	
	2.エネルギー分野
	
	3.健康・医療分野
	
	4.航空宇宙分野

	
	5.IoT分野
	
	6.AI分野
	
	7.産業用ロボット分野
	
	8.観光分野


◆保有する企業や専門人材のネットワーク
　ご自身が現在保有する企業のネットワークや専門人材のネットワークをご記入ください。
注１） 企業のネットワークについては、①企業名、②関係部門（または分野）、③ネットワーク先とご自身の関係をご記入ください。
注２） 専門人材のネットワークについては、①団体等の名称、②どのような分野の専門人材か、③ネットワーク先とご自身の関係をご記入ください。
	


　　※記入欄は自由に広げてご使用いただいて結構です（別紙の利用も可）。
◆志望理由等
（１）志望理由をご記入ください。

	


　　※記入欄は自由に広げてご使用いただいて結構です（別紙の利用も可）。
　

（２）自己PRなど
専門分野（含む保有資格）やご経歴(含む海外経験)等をふまえ、中小・ベンチャー企業の支援に対するお考えや、支援実施における強み（製品分野､技術分野､経験､営業チャネル､所属団体･学会･支援期間 等）等をご自由に記載してください。

	


　　※記入欄は自由に広げてご使用いただいて結構です（別紙の利用も可）。
（３）当該専門家として、１か月あたりの協力可能日数をご記入ください。　　　　　　　〔おおよそ　　　　　　　　　　　日間〕
　　　　※ 業務量の目安…今回公募しておりますシニア中小企業アドバイザー(経営支援)等については、1か月あたり15日間程度の業務量を想定しています。
（以下、余白）
写真
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